
統計部会の開催実績 

 
 主な議事内容 ヒアリング対象 

平成 18 年 

  9 月 ４日 

 

 

 

  9 月 21 日 

 

 

 

  9 月 27 日 

 

 

 

 

10 月 ３日 

 

 

 

10 月 12 日 

 

 

 

 

第１回 

 

 

 

第２回 

 

 

 

委員懇談会 

 

 

 

 

第３回 

 

 

 

第４回 

 

 

 

 

・統計部会の設置について 

・総務省所管の指定統計調査の具体的業務内容、実施体制について 

・民間開放の背景と理由、これまでの検討状況について（総務省統計局） 

 

・総務省所管の指定統計調査の民間開放に向けての計画案について 

・法定受託事務として地方公共団体が実施している事務の現状（総務省所管の指定統計調査）

・（独）統計センターの業務について 

 

・総務省所管の指定統計調査の民間開放に向けての計画案について 

・科学技術研究調査に関する意識調査の結果について（総務省統計局） 

・（独）統計センター業務について 

・総務省政策統括官室の業務、統計法改正、統計専任職員配置費について 

 

・総務省所管の指定統計調査の民間開放に向けての計画案について 

・科学技術研究調査に関する意識調査の結果について 

・総務省政策統括官室の業務、統計法改正、統計専任職員配置費について 

 

・指定統計の民間開放に関する取組状況についての各省ヒアリング① 

（厚生労働省、経済産業省、国土交通省） 

 

 

 

総務省統計局 

 

 

 

総務省統計局 

（独）統計センター 

 

 

総務省統計局 

総務省政策統括官室 

（独）統計センター 

 

 

総務省統計局 

総務省政策統括官室 

 

 

厚生労働省、経済産業省、 

国土交通省 

 

 

（別添１） 



11 月 １日 

 

 

 

 

11 月 16 日 

 

 

 

 

12 月 ４日 

 

 

 

平成 19 年 

１月 29 日 

 

 

 

３月 27 日 

第５回 

 

 

 

 

第６回 

 

 

 

 

第７回 

 

 

 

 

第８回 

 

 

 

第９回 

 

・指定統計の民間開放に関する取組状況についての各省ヒアリング② 

（農林水産省、文部科学省、財務省・国税庁） 

・地方公共団体との調整状況について（総務省統計局） 

・（独）統計センター業務の民間開放について（案） 

 

・科学技術研究調査の民間開放の考え方について 

・（独）統計センター業務の民間開放について（案） 

・民間委託推進に関する検討会議のスケジュールについて（総務省政策統括官室） 

※（独）統計センター視察 

 

・民間委託推進に関する検討会議における検討事項等について（総務省政策統括官室） 

・都道府県照会結果概要について（総務省統計局） 

・統計調査の民間開放に係る今後の業務の進め方について（総務省統計局） 

・市場化テスト導入対象候補統計調査について（農林水産省） 

 

・民間事業者からのヒアリング（帝国データバンク、日経リサーチ） 

・指定統計調査の民間開放に係る取組状況、今後の進め方について（総務省統計局） 

 

 

・民間事業者からのヒアリング（インテージ） 

・指定統計調査の民間開放に係る取組状況、今後の進め方について（総務省統計局） 

・符号格付の試行的な民間委託について（（独）統計センター） 

・統計法案について（総務省政策統括官室） 

 

農林水産省、文部科学省、 

財務省・国税庁、総務省 

（独）統計センター 

 

 

総務省統計局 

（独）統計センター 

総務省政策統括官室 

 

 

総務省政策統括官室 

総務省統計局 

農林水産省 

 

 

帝国データバンク 

日経リサーチ 

総務省統計局 

 

インテージ 

総務省統計局 

（独）統計センター 

総務省政策統括官室 

 

 



統計調査分科会の開催実績 

 

 主な議事内容 ヒアリング対象 

平成 19 年 

４月 25 日 

 

 

５月 24 日 

 

 

 

 

６月 ７日 

 

 

 

 

 

 

６月 14 日 

 

 

 

 

 

 

第１回 

 

 

第２回 

 

 

 

 

第３回 

 

 

 

 

 

 

第４回 

 

 

 

 

 

 

・統計調査分科会の今後の進め方について 

・「統計調査の民間開放・市場化テストに関する研究会報告書」について 

 

・総務省統計局所管の統計調査に関する民間開放の具体化に向けた検討状況について 

・平成 19 年就業構造基本調査コールセンターの概要について 

・平成 20 年住宅・土地統計調査試験調査の概要について 

・統計調査業務の民間開放に向けた具体的方策の検討について（各省依頼様式） 

 

・統計調査の民間委託に係るガイドラインの改定について 

・統計法の改正について 

・統計調査業務の民間開放に向けた具体的方策の検討についての各省ヒアリング① 

（厚生労働省、財務省・国税庁、文部科学省、総務省） 

・所管指定統計調査の民間開放に向けた取組について（総務省統計局） 

・サービス産業動向調査（仮称）の創設について（総務省統計局） 

 

・統計調査業務の民間開放に向けた具体的方策の検討についての各省ヒアリング② 

（農林水産省、国土交通省、経済産業省） 

・民間開放の実施に係る当面の検討スケジュールについて（総務省統計局） 

・平成 19 年度に実施する周期調査の民間開放への取組状況について（総務省統計局） 

 

 

 

 

総務省統計局 

 

総務省統計局 

 

 

 

 

総務省政策統括官室 

厚生労働省、財務省・国税

庁、文部科学省、 

総務省統計局 

 

 

 

農林水産省、国土交通省、 

経済産業省、総務省統計局 

 

 

 

 



７月 ４日 

 

 

 

７月 23 日 

 

 

 

10 月 10 日

 

 

 

 

 

  11 月 13 日 

 

 

 

 

 

 

  11 月 26 日 

 

 

 

 

第５回 

 

 

 

第６回 

 

 

 

第７回 

 

 

 

 

 

第８回 

 

 

 

 

 

 

第９回 

 

 

 

 

・平成 19 年度に実施する周期調査の民間開放への取組状況について（総務省統計局） 

・福井県における指定統計調査の民間開放への取組状況について（福井県） 

・統計調査の民間開放推進のための統計調査員の有効活用について（福井県） 

 

・家計消費状況調査について（総務省統計局） 

・（独）統計センター業務の民間開放に対する考え方について（総務省統計局・（独）統計セ

ンター） 

 

・符号格付業務の民間開放の具体化に向けた実証的な検証の結果について（（独）統計センタ

ー） 

・（独）統計センターの整理合理化案について 

・科学技術研究調査の民間開放について（総務省統計局） 

・経済産業省企業活動基本調査の民間開放について（経済産業省） 

 

・（独）統計センター業務の民間開放の具体化について 

・各府省における統計調査の民間開放に関する検討状況について 

 （内閣府、環境省、農林水産省） 

・地方公共団体を経由して行う指定統計調査の民間開放について（各府省資料提出） 

・「公共サービス改革基本方針」の見直しに関する意見（平成 19 年 6 月） 統計調査関連業

務に関する意見・要望について 

 

・サービス産業動向調査（仮称）の民間開放の具体的内容の検討について 

・平成 20 年度事業の具体的内容について 

 （厚生労働省、農林水産省） 

 

 

総務省統計局 

福井県 

 

 

総務省統計局 

（独）統計センター 

 

 

（独）統計センター 

総務省統計局 

経済産業省 

 

 

 

（独）統計センター 

内閣府、環境省、 

農林水産省 

 

 

 

 

・総務省統計局 

・厚生労働省、農林水産省 

 

 

 



   12 月 ７日 

 

 

 

 

平成 20 年 

２月 12 日

 

 

 

 

４月２日

 

 

第 10 回 

 

 

 

 

 

第 11 回 

 

 

 

 

第 12 回 

・地方公共団体を経由して行う指定統計調査の民間開放についての総務省の取組について 

  平成 20 年住宅・土地統計調査・個人企業経済調査の民間開放について 

  平成 19 年就業構造基本調査における民間開放の実施について 

・科学技術研究調査の民間開放の実施状況について 

 

 

・科学技術研究調査の民間開放の実施状況について 

・各府省における統計調査の民間開放に関する検討状況について（内閣府） 

・平成 19 年就業構造基本調査における民間開放の実施状況について（事務局より資料説明）

・統計調査分科会における今後の検討テーマについて 

 

・地方公共団体を経由して実施している指定統計調査の民間開放について 

・科学技術研究調査の平成 19 年度事業の実績評価について（事務局より評価骨子案説明） 

・総務省統計局 

 

 

 

 

 

・総務省統計局 

・内閣府 

 

 

 

・総務省統計局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



実施要項（統計関係）の審議実績 

   

平成 18 年 

   11 月 22 日 

 

 11 月 29 日 

 

 12 月 13 日 

 

平成 19 年 

   １月 15 日 

 

  １月 30 日 

 

   10 月 30 日 

 

 

 

 

   11 月 13 日 

 

 

 

 

 

 

第５回入札監理小委員会 

 

第６回入札監理小委員会 

 

第７回入札監理小委員会 

 

 

第８回入札監理小委員会 

 

第 17 回監理委員会本委員会 

 

第 23 回入札監理小委員会 

 

 

 

 

第 25 回入札監理小委員会 

 

 

 

 

 

 

科学技術研究調査における対象業務の実施要項案について 

 

科学技術研究調査実施要項案の審議① 

 

科学技術研究調査実施要項案の審議② 

 

 

科学技術研究調査実施要項案の審議③ 議了 

 

科学技術研究調査実施要項案 付議 

 

科学技術研究調査 民間開放の実施状況（案）について① 

科学技術研究調査実施要項案の審議① 

企業活動基本調査実施要項案の審議① 

 

 

科学技術研究調査 民間開放の実施状況について② 

科学技術研究調査実施要項案の審議② 

企業活動基本調査実施要項案の審議② 

 

 

 

 

非公開、総務省統計局 

 

総務省統計局 

 

総務省統計局 

 

 

総務省統計局 

 

総務省統計局 

 

総務省統計局 

 

経済産業省 

 

 

総務省統計局 

 

経済産業省 

 

 

 



   12 月 11 日 

 

 

 

   12 月 21 日 

 

 

平成 20 年 

２月 12 日

 

 

３月 18 日

 

 

３月 27 日

 

 

４月１日

 

第 27 回入札監理小委員会 

 

 

 

第 27 回監理委員会本委員会 

 

 

 

第 30 回入札監理小委員会 

 

 

第 32 回入札監理小委員会 

 

 

第 31 回監理委員会本委員会 

 

 

第 34 回入札監理小委員会 

科学技術研究調査 民間開放の実施状況について③ 

科学技術研究調査実施要項案の審議③ 議了 

企業活動基本調査実施要項案の審議③ 議了 

 

科学技術研究調査実施要項案 付議 

企業活動基本調査実施要項案 付議 

 

 

社会福祉施設等調査及び介護サービス施設・事業所調査実施要項案の

審議① 

 

社会福祉施設等調査及び介護サービス施設・事業所調査実施要項案の

審議② 議了 

 

社会福祉施設等調査及び介護サービス施設・事業所調査実施要項案

付議 

 

就労条件総合調査実施要項案の審議① 

 

総務省統計局 

 

経済産業省 

 

総務省統計局 

経済産業省 

 

 

厚生労働省 

 

 

厚生労働省 

 

 

厚生労働省 

 

 

厚生労働省 

 

 

 

 



（別添２） 

 

 

官民競争入札等監理委員会  第 25 回  議事録 （平成 19 年 10 月 24 日）（抄 ） 

 

 

○熊埜御堂参事官 本日の基本方針改定の審議に当たりまして、統計調査業務の市

場化テスト、民間開放に関するこれまでの統計部会、統計調査分科会での審議を通

じまして、統計調査分科会として整理した留意事項について、この際御報告をさせ

ていただきます。 

 まず指定統計などの統計調査は、これまで国、地方公共団体が中心となって担っ

てきたため、民間事業者にはその経験や知見が蓄積されていないし、国、地方公共

団体には民間開放をした場合の監督、モニタリングの経験、知見が蓄積されており

ません。民間事業者の受託可能性、業務遂行能力の検証を的確に行った上で、コス

ト面の効率追求と質の維持・向上の両立に向けて経験、知見を積み重ねていくこと

が必要です。 

 また、改正統計法が施行されておりますが、改正統計法に基づく基本計画の策定

など、公的統計の体系的整備の動きを視野に入れて、また、大規模統計調査の見直

し、統計調査の整理合理化の動きを踏まえて、市場化テスト・民間開放の導入を推

進していくことが必要です。 

 更に、国や地方公共団体が行っている仕事をただ民間事業者に代替させるのでは

なく、民間事業者との連携等を通じ、国や地方公共団体などのノウハウ、登録調査

員の経験、知見などを活かすことができるような民間開放の仕組みを考えるべきで

す。 

 以上申し上げましたことを念頭に置きまして、今後の統計調査分科会の審議を進

めてまいりたいということにつきまして、この審議において御報告させていただい

たということで、よろしくお願いいたします。 

 


